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6/6衆・厚労委員会　年金と労働三法で質疑
　今回も厚労委員会が｢職権｣による召集で開催され、野党による6時間の質疑がされた。年金問題で与党が議論途中で強行採決したため、｢年金問題をもっと質疑したい｣と、各議員は年金と労働3法で質疑をおこない、年金関連の問題点が次々あきらかになった。
　ピーク時の傍聴席は、民主党系から40人、社民党系から40人と傍聴人でうめつくされた。

　労働問題での質疑の抜粋

西村　智奈美（民主）　　労働契約の中の就業規則と有期雇用契約について
Ｑ　労働契約法案の中の、第７条で就業規則が存在しない事業所において使用者が新に就業規則を制定することによって労働条件の変更を行うことを可能にするものではないか。

青木労働基準局長　就業規則の新規作成によって使用者が自由に労働条件を変更することができるということになるものではない。
Ｑ　就業規則は使用者が主となって策定し、労働者がものを言いにくい。就業規則を30％の労働者が見たことがない。どこにあるのか分からない実態に対応できるか。
青木労働基準局長　就業規則の周知は重要なこと。効力発生要件として周知させる。周知させずに、労働者が見たことがなければ効力を主張することはできない。ただし手続きを踏んでいれば労働者が見たことがあるかどうか、あるいは知っているかどうかは問われない規定。周知というのは、就業規則の存在、内容を知り得るようにしておくこと。
Ｑ　10条で合理的か否かを判断する考慮要素、４点示されているが、判例法理に変更があったのかどうか、｢労働組合等｣の｢等｣は何を指すのか。
青木労働基準局長　就業規則の変更が合理的であることと変更後の就業規則を労働者に周知させることを要件として、労働契約の内容である労働条件は変更後の就業規則に定めるところによるものとするという効果を付与する。等は、多数労働組合あるいは、過半数代表者は当然、その他に少数労働組合とかあるいは、労働者で構成される親睦団体、広く労働者側の意思を代表するもの。
Ｑ第１７条、有期契約の｢労働契約を反復して更新することのないよう配慮しなければならない｣、罰則もない。きちんと歯止めをかける必要があると思う、担保は一体この法律のどこでなされるのか。
青木労働基準局長　紛争の未然防止が大きな目的、労働契約の終了、トラブルを少なくしていくことが大切。権利濫用に該当する解雇は許されない。雇い止めが安易になされた場合には、裁判所等において当然考慮されるものと考える。
Ｑ有期雇用の、当該期間を定めた理由を明示する、入り口を規制すべき。
青木労働基準局長　契約期間中の雇用が保障される。労働者の側にもニーズがある。入り口規制は労使双方のニーズに答えられなくなる。

Ｑしかし、有期契約はトラブルが多く、原点に帰って均等待遇原則を盛り込むべき。

青木労働基準局長　理由明示などについては労政審で引き続き検討を進めてまいりたい。
柳澤厚労大臣　良好な雇用形態にしたい観点から、労政審において検討された。同一価値労働同一賃金の原則は、日本は職務給でなく、客観的賃金の前提が確立していないので、現状にそぐわない。

内山　晃（民主）　授産施設において従事する障害者が労働者に当たるか
Ｑ授産施設、小規模作業所は、労働者に値するか否か、訓練生と労働者の違いは。

青木労働基準局長　5月17日の通達で福祉の場における障害者の就労実態が変化し、障害者の労働者性の判断基準を整備した。訓練生との違いを4つのいずれかに該当するか否か。個別の事業ごとに判断する。一般的には、事業主と使用従属関係あるか否かで判断。使用従属関係がない場合は労働とはならない。通達で判断基準を示した。
Ｑ国の指導はどういうスケジュールで行われるのか。労働者として扱い最賃法違反だが、改善されない。
青木労働基準局長　全国3000人の監督官が事業場に立ち入り、見たり検査・監督。全部やるわけにはいかないので集団的指導と。規則、基準の周知と同時に、個別に指導することも努力をしていきたい。
Ｑ自立支援に必要な生活費を当然稼がなければならない、施設においても最低賃金が適用される労働者とみなされる必要がある。
青木労働基準局長　障害者の方が自立して生活するためには、一般就労への移行の促進をはかることが大切、工賃水準の引上げを図っていくことも大切。使用従属関係が認められる場合には労働者に当たる、当然最低賃金法も適用されることになる。
細川律夫（民主党）　　規制改革会議について

Ｑ５月２１日、規制改革会議の再チャレンジワーキンググループの方から意見書が出された。この意見書の内容を見て、大変驚いた。政府の非常に重要な諮問機関から出された意見書の内容が、これまでの労働法制をほとんど否定するような内容、大臣はどのようにお考えか。

柳澤厚労大臣　規制改革会議の中の再チャレンジワーキンググループの、さらにその一部の労働タスクフォースグループが意見を発表した。これは、今後３年間において検討すべき規制改革項目について、現段階における考え方取りまとめたものととらえている。政府が法律案をだして、実現を図ろうとしている時に、不適切と申し上げております。５月３０日決定された第１次答申には盛り込まれなかった。
Ｑその点については力強く思った。｢過度に女性労働者の権利を強化すると、かえって最初から雇用を手控える結果となるなど副作用を生じる可能性もある｣というが、意見書の中にあるのをどうお考えでしょう。

柳澤厚労大臣　女性労働者に対する過度の権利とは私は毛頭考えておりませんで、このような意見は適切さを欠いていると再び申さざるを得ない。
Ｑ１次答申に盛り込まれなかった理由は。労働タスクフォースの意見は、規制改革会議の意見なのか聞きたい。

田中規制改革推進室長　意見書は、規制改革会議の下部組織である労働タスクフォースが、今後様々な関係者とま議論を進めるための出発点として公表したものです。意見書は会議として取りまとめたものではなく、今回の会議の答申に盛り込まれませんでした。
Ｑ盛り込まれなかった理由は

田中規制改革推進室長　たたき台のようなものであって、会議として何ら結論を出すものではない。規制改革会議本会議の委員が１３名で審議されて会議の意見としてまとまったものではありません。あくまでも今後審議する過程においての資料としてタスクホースとして取りまとめたものです。
Ｑこういう委員は辞めてもらいたいと強く言われた方がいい、そういう人を任命していることはおかしいと思います。
山井　昭（民主）特定最低賃金について

Ｑ特定最低賃金については今回最賃法の罰則の適用ではないが、なぜか。
武見副大臣　一定の事業または職種に適用される特定最低賃金については、関係労使のイニシアチブにより設定されており、企業内における賃金水準を設定する際の労使の取り組みを補完して、セーフティーネットとは別の役割を果たす。その不払いについては最低賃金法の罰則は適用しないと考えました。他方特定最低賃金不払いは賃金の全額払い違反となるので、罰則として上限で３０万円適用される。
園田康博（民主）　　成長力底上げ戦略推進円卓会議について
Ｑ政府の成長力底上げ戦略推進円卓会議について、最低賃金の決定過程においてどのようになっていくのか、制度としてどうか。
柳澤厚労大臣　最低賃金の決定は最低賃金審議会、中央審議会と地方審議会を通じて決定されていく。底上げ戦略推進円卓会議は、最低賃金を引上げる環境を改善していく戦略あるいは施策を中長期的に考えていく機関である。

Ｑ　実質的な地域の中身の実態を把握しながら、それぞれにおいて引上げていくという方向で頑張っていただきたい。

高橋千鶴子（共産）　　最低賃金の水準について
Ｑ最低賃金の全国平均額は670円、月収に直すと117,000円、年収で141万5千円くらいなるが、この水準を低いと大臣はお考えですか。
柳澤厚労大臣　具体的な水準は地方最低賃金審議会における地域の実情を踏まえた審議を経て決定されている。
Ｑこれで暮らせると思っているのかを大臣の率直な認識を伺いたい。
柳澤厚労大臣　今回の改正においては、地域別最低賃金を決定する際に考慮すべき要素の1つである労働者の生計費について、生活保護に係る施策との整合性に配慮することを明確にさせ、最低賃金額ををぜひ引上げの方向で審議会から答申されるよう法律の改正案を提出した。
Ｑ最賃の決定者は厚労大臣または都道府県労働局長と第10条。第17条には｢著しく不適当となったと認める時は、その決定の例により、その廃止の決定をすることができる。｣ともある。大臣に決定権限ある。
柳澤厚労大臣　決定は都道府県労働局長、あるいは場合により厚労大臣であることが法律の規定するところ。
Ｑ生活保護との整合性を図ると今回盛り込んだわけですから、最低賃金に対し、税や社会保険料を考慮した可処分所得として、0.867を掛ける、生活保護であれば負担がないものを、賃金労働者であれば負担しなければならないことを考慮すると、すべての都道府県が下回っている。
青木労働基準局長　生活保護という場合に、どこを基準にしてやるのかは、これから審議会において十分議論をして審議を経た上具体的な水準に反映させていきたい。
Ｑ生活保護制度そのものが、老齢加算や母子加算を廃止して、人に値する制度となり得なくなってきていると思う。問題は6月1日の委員会での大臣答弁で、生活保護受給者がみんな税金をもらって遊んでいると、大臣が認識していることになる。こういう認識でよろしいのでしょうか。
柳澤厚労大臣　今こうして指摘をされてみますと、私の本音を必ずしも表現していないと気がつきました。大変不明をおわびして、撤回します。
Ｑ円卓会議は、審議会が目安を出す前に何らかの方針を出すということか。
山崎内閣府大臣官房審議官　円卓会議はあくまでも成長力底上げ戦略に関しまして、政労使が幅広い観点から意見交換を行うものです。

柳澤厚労大臣　最低賃金の決定の仕組みは全くかわるものではない。いかにして最低賃金を引上げられる環境を整えるかと、いろいろ知恵を絞っている。そうした意味の環境整備のための審議を賜りたい。
阿部知子（社民）　　時間外の割り増し賃金について
Ｑ月80時間の残業は体がその労働時間に耐えられない。どこかが不調になる。80時間を超えたら50%という規定の仕方は、体を犠牲にするか、死ぬか、金か、なぜ80時間なのですか。
柳澤厚労大臣　平成11年に精神障害に係る業務上外の判断指針を策定した以降、労働時間との関連を含む職場ストレスと精神障害の関係に関する研究も行われている。
Ｑ研究してほしいんじゃないんです、実際にそこで人が死んでいる。やるべきことやって、人が死なない行政をやっていただきたい。
6/8　労働３法案をめぐる国会情勢
　本日（６月８日）、「労働契約法案」、残業代の割増率を引き上げる「労働基準法改正法案」、「最低賃金法改正法案」の労働３法案の強行採決が予想されるなか、労働法制中央連絡会、公務労組連絡会、全労連「公務員制度改革」闘争本部の３者で開催した緊急の衆議院議面集会は、７０名の参加で成功しました。

国会報告にたった日本共産党の高橋千鶴子衆議院議員は、「与党は、本日、委員会での強行採決をねらっていた。当初、民主党も与党が強行採決するよう誘い水をむけていた。委員会開会中に、与野党の理事が集まり、労働３法案は、十分な審議がつくされておらず、強行採決は行なうなという日本共産党の主張どおりに、引き続き、来週の１３日（水）、１５日（金）に衆議院厚生労働委員会で労働３法案と『消えた年金』問題について審議することになった」と、緊迫した国会情勢について報告しました。
千葉発　　労働ﾋﾞｯｸﾞﾊﾞﾝStop!5.30昼デモ、雨中敢行


労働法制改悪反対千葉県連絡会は5月30日に千葉市内で昼休みデモ行進を実施しました。朝からの雨が小休止した千葉市中央公園に15団体70名が参加し、デモ出発に当たって参加者と市民に、デモ行進の趣旨をアピール。

中丸素明弁護士（連絡会代表委員）の主催者アピール；労働契約法案や最賃法・労基法改正案が国会で審議入りしたもとで、各法案の前進面と問題点の要点を解説したうえで、この間の私たちの粘り強い運動が、ﾎﾜｲﾄｶﾗｰ･ｴｸﾞｾﾞﾝﾌﾟｼｮﾝや解雇の金銭解決制度など当初政府がもくろんでいた労働法制改悪の内容を法案から削除させた運動の到達を強調。しかし、21日に政府の規制改革会議が出した意見書の内容を紹介しながら、政府・財界が労働者保護規制の全面的な緩和を露骨に示したことを厳しく批判。デモ行進を契機に、終盤国会での運動、そして秋から来春に向けての運動をいっそう強化しようと訴えました。

長平弘氏（千葉県春闘共闘委員会代表委員）の連帯アピール；春闘共闘委員会は07国民春闘でなくそうワーキングプアー・偽装請負・違法派遣、「格差と貧困の是正」を重要課題に位置づけ、人間らしく働くルールの確立やパート法、最賃法の実効ある改正を求めて全力をあげてきた。私たちのたたかいによって最賃決定の際に「生活保護基準との整合性に配慮」という前進面をひきだし、全労連、連合、全労協がナショナルセンターの違いをこえて時給千円の要求を掲げてたたかうという局面をつくりだした。大企業の利潤追求のための労働法規制の全面自由化を許さないたたかいを強めようと訴えました。
デモ行進スタート直後には小雨が降り出しましたが、参加者は千葉市の目抜き通りを元気よく行進。 労働法制の改悪許さず、拡充求める要求を軸に“消えた年金問題の政府責任追及”“憲法改悪許さない”と、声を合わせて沿道の市民にアピール。再び中央公園に戻り、国労千葉地本志津副委員長の慰労のあいさつで、久々の昼休みデモを終えました。
【当面の行動について】

１．国会前集会の開催
　労働法制中央連絡会・公務労組連絡会・全労連「公務員制度改革」闘争本部、国民大運動実行委員会、中央社保協、安保廃棄実行委員会の６者の共催で開催します。
　６月１３日（水）１２時１５分～１２時５０分　　　衆議院第２議員会館前
２．労働法制の拡充を求める請願署名の最終提出について

６月１３日（水）の衆議院第２議員会館前集会（１２時１５分～５０分）で請願署名を最終提出しますので、６月１１日（月）必着で、全労連に送付するか、集会当日に署名数を記入の上、集会に持参してください。

３．衆議院厚生労働委員会の傍聴について
　６月１３日（水）、６月１５日（金）に衆議院厚生労働委員会が開催されます。委員会傍聴を行いますので、各組織からの参加をお願いします。傍聴参加者は、衆議院議員面会所に８時４５分に集合してください。委員会開催時間に変更等があれば、その都度、集合時間の変更について連絡します。

４．安倍内閣の暴走を許すな！６・１３中央総決起集会

①日時　６月１３日（水）１８時３０分～１９時３０分　終了後国会請願デモ

②場所　　　日比谷野外音楽堂

③集会名称　安部内閣の暴走を許すな！国民の年金を守れ！教育３法案、社保庁解体、公務員制度改悪、労働法制改悪などすべての悪法の廃案をめざす６・１３中央総決起集会









